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1．失業率は前月から横ばいの 4.3％ 

総務省が 8 月 31 日に公表した労働力調査によると、12 年 7 月の完全失業率は前月から横ばいの

4.3％となった（QUICK 集計・事前予想：

4.3％、当社予想も 4.3％）。 

労働力人口が前月から 2 万人減少する

中、就業者数が 3万人の減少となったた

め、失業者数は前月に比べ 1万人の増加

となった。就業者数は減少したものの、6

月が 27 万人の大幅増となったことから

すれば、減少は小幅にとどまった。また、

前年と比べた雇用者数は 6月に 4万人増

と 6 ヵ月ぶりの増加となったが、7 月に

は 33 万人増と増加幅が大きく拡大した。

雇用情勢は持ち直しの動きが続いている

と判断される。 

 

雇用者数の内訳を産業別に見ると、生産活動がこのところ低迷していることを反映し、製造業は

前年比▲11 万人減（6月：同▲15 万人減）

と 11 ヵ月連続の減少となったが、復興関

連事業の本格化に伴う公共工事の急増を

反映し、建設業が前年比 1 万人増(6 月:

同 11 万人増）と 5 ヵ月連続で増加したほ

か、宿泊・飲食（6 万人増）、サービス（14

万人増）といった内需関連産業が堅調で

あった。また、近年の雇用増の主役とな

っている医療・福祉は 43 万人増（6 月：

同 27 万人増）と増加幅が大きく拡大した。 
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２．労働需給の改善テンポは鈍化、特に製造業の不振が目立つ 

厚生労働省が 8 月 31 日に公表した一般職業紹介状況によると、12 年 7 月の有効求人倍率は前月

から 0.01 ポイント上昇し 0.83 倍となった(QUICK 集計・事前予想：0.83 倍、当社予想も 0.83 倍)。

有効求人数は前月比▲0.5％と 1年 4 ヵ月ぶりに減少したが、有効求職者数が前月比▲0.9％とそれ

を若干上回る減少となったことが求

人倍率の改善に寄与した。 

有効求人倍率の先行指標である新

規求人倍率は、新規求人数が前月比

▲0.6％の減少となったことから、前

月に比べ 0.01 ポイント低下の 1.31

倍と 2ヵ月連続で低下した。 

新規求人倍率は引き続き高水準に

あり、有効求人倍率も改善を続けて

いるが、新規求人数、有効求人数が

ともに減少するなど、改善テンポは

やや鈍化している。 

特に、復旧・復興に向けて大幅増加が続いていた東北地方の新規求人数（季節調整値）は 12 年 4

月をピークに 3ヵ月連続して前月比で減少しており、その間の減少幅は 1割を越えている。 

また、新規求人数を産業別に見ると、建設業、卸売・小売業、情報通信業などが前年比で二桁の

伸びを続ける一方、6 月に前年比▲1.1％と 2 年 6 ヵ月ぶりに減少に転じた製造業は 7 月には同▲

3.9％と減少幅がさらに拡大した。生産活動の停滞を反映し、製造業の雇用は当面減少が続く可能

性が高い。 

雇用情勢は持ち直しの動きを続けているが、生産活動の低迷が長引けば製造業のさらなる雇用削

減につながる恐れがあること、復興需要の一巡に伴い求人の増加が頭打ちになる可能性があること

など、先行きについては懸念材料が多い。 
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